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（ 続紙 １ ）                             
京都大学 博士（エネルギー科学） 氏名 逢見 翔太 

論文題目 
脱炭素化・電力自由化時代における電圧安定性を考慮した電力システムの最適

運用計画に関する研究 
 

（論文内容の要旨） 
本論文は、電力システムの電圧安定性に着目し、これを適切に評価する指標の分析・評価と、

その指標を用いた電力システムの経済的な運用を実現するための電圧安定性を考慮した最適

運用計画決定手法に関する研究成果をまとめたものである。論文は６章からなり、主な内容は

以下の通りである。 
第１章は序論であり、日本における脱炭素化と電力自由化をめぐる動向および電力システム

の特性について整理した上で、本研究の目的について述べた。脱炭素化に向けた再生可能エネ

ルギー発電の普及と、電力自由化による電力システムへの経済メカニズムの導入が国内では同

時に進められており、電力システムの安定性と経済性を両立する運用計画手法が求められる。

それを踏まえ、特に西日本系統のような細長い系統において問題の顕在化が懸念される電圧安

定性を考慮した上で、広域的な経済運用が可能となる電力システムの最適運用計画手法を検討

することを本研究の目的として位置付けた。 
第２章では従来の電力システムの運用計画手法を踏まえて、脱炭素化・電力自由化時代にお

ける課題を整理した。従来は旧一般電気事業者による垂直一貫体制のもと、発電設備と送変電

設備の建設計画は一体となって進められてきた。このため、運用計画では主に発電機の特性の

みが考慮されてきた。しかしながら、建設リードタイムの短い再生可能エネルギー発電の普及

や、電力自由化に伴う市場原理の導入と広域的な運用により、電力システムの系統制約を踏ま

えた経済的な運用計画がこれからは求められることを示した。 
第３章では市場原理導入と広域運用における系統制約を考慮した上で経済的な運用点を求

める「電圧安定性を考慮した最適運用計画手法」に向けて、電圧安定性指標を比較・評価した。

特に、運用点が電圧安定性の観点で安定であると保証できること、運用点から電圧崩壊点まで

の余裕（電圧安定余裕）を適切に示すことが重要となることを示し、定性的な評価と WSCC 

9 母線系統を用いた定量的評価に基づき、最適運用計画手法に好適と思われる指標として、

TV(Tangent Vector)と OPF-DM-CC (Optimal- Power-Flow-based Direct Method with 
Complementarity Constraints) を抽出した。TV は電圧安定性を評価する上で最もよく用い

られる P-V カーブ（電力‐電圧曲線）の勾配を表す指標であり、TV が負の場合に運用点が電

圧安定性の観点で安定と言うことができる。OPF-DM-CC は運用点そのものが安定かどうか

の判別はできないものの、常に適切な電圧安定余裕を示すことができる。 
第４章では、TV に基づく最適運用計画手法を提案し、その有効性を数値計算により検証し

た。TV には制限誘発分岐発生時において、電力システムの安定性を過大評価するという課題

があったが、電圧安定性に対して支配的な軌跡の TV を近似する MTV(Modified Tangent 
Vector)を提案し、最適運用計画手法に適用した。MTV を用いた電圧安定性を考慮した最適



  

  

潮流計算および電圧安定度制約付き単断面起動停止計画を実装し、4 母線系統や西日本系統を

模擬した電気学会標準 WEST10-O/V 系統を用いた数値計算により、その有効性を確認した。

ただし、MTV 自体は電圧安定余裕を直接的に示さないため、別の電圧安定性評価手法との併

用が必要であり、演算時間の観点から多時間断面を対象とする起動停止計画への適用は困難で

あることを示した。 
第５章では、電圧安定余裕を直接的に示す OPF-DM-CC の解法のロバスト化および

OPF-DM-CC を用いた最適運用計画手法を提案し、その有効性を数値的に評価した。

OPF-DM-CC には相補性制約が含まれるため収束性や大域的最適性に課題があったが、ロン

グステップパス追跡法と電圧崩壊点の特性に基づいてロバストな電圧安定性評価手法を提案

し、その有効性を IEEE 9 母線系統、30 母線系統、39 母線系統、300 母線系統、PEGASE 
1354 母線系統、電気学会標準 WEST10-O/V 系統を用いた数値評価により検証した。評価の

結果、全ての条件においてロバストかつ正確に電圧安定余裕を算出できており起動停止計画へ

の応用が十分に可能であることを確認した。そこで、OPF-DM-CC を制約に含む起動停止計

画をベンダーズ分解に基づいて求解する手法を提案し、IEEE 6 母線系統、電気学会標準

WEST10-O/V 系統における 24 時間断面を対象に起動停止計画を求めた。検証の結果、提案

手法によって全ての時間において必要な電圧安定性を満足し、かつ、経済的なスケジュールが

得られることを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

  

（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、電力システムの電圧安定性を考慮した最適運用計画決定手法に関する

研究成果をまとめたものであり、得られた主な成果は次のとおりである。                                   
１． 電力システムの運用計画に適した電圧安定性指標の抽出  

電圧安定性指標として運用点が電圧安定性の観点で安定であると保証できるこ

と、電圧安定余裕を適切に示すことができることが重要であることを整理した。そ

の観点に基づく定性的・定量的評価より、既存の電圧安定性指標の中から運用計画

への適用に適しているものとして、TV(Tangent Vector)と OPF-DM-CC (Optimal- 
Power-Flow-based Direct Method with Complementarity Constraints)を示した。 

２． TV に基づく最適運用計画手法の提案と有効性検証 
TV には制限誘発分岐発生時において、電力システムの安定性を過大評価するとい

う課題があった。これに対し、電圧安定性に対して支配的な軌跡の TV を近似する

MTV(Modified Tangent Vector)を提案し、最適運用計画手法に適用した。MTV を
用いた電圧安定性を考慮した最適潮流計算および電圧安定度制約付き単断面起動停

止計画を実装し、標準系統を対象とした数値計算によりその有効性を示した。 
３． OPF-DM-CC の解法のロバスト性向上 

OPF-DM-CC には相補性制約が含まれるため収束性や大域的最適性に課題があっ

た。これに対し、ロングステップパス追跡法と電圧崩壊点の特性に基づいてロバス

トな電圧安定性評価手法を提案・実装し、標準系統を対象とした数値計算によりそ

の有効性を示した。 
４． OPF-DM-CC を用いた最適運用計画手法の提案と有効性検証  

OPF-DM-CC を制約に含む起動停止計画は数値的に複雑な問題であり直接的な求

解が困難であった。これに対し、ベンダーズ分解に基づいて求解する手法を提案・

実装し、標準系統を対象とした数値計算によりその有効性を示した。 
以上の成果は、再生可能エネルギー発電を含む様々な発電機の運用計画が、電力自由化

の進展により電力市場によって決定される将来の電力システムにおいて、コストメリット

だけでなく、電力システム特有の安定性を含めて最適化できるという観点で社会的な意義

が大きいと考える。また、これを実現する上では数値計算上複雑な問題を取り扱う必要が

あるが、そのような複雑な問題を解くための手法を提案し有効性を示したという観点で学

術的な意義も大きいと考える。 
 よって、本論文は博士（エネルギー科学）の学位論文として価値あるものと認める。ま

た、令和３年８月２３日実施した論文内容とそれに関連した試問の結果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公表に際

しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
論文内容の要旨、審査の結果の要旨及び学位論文の全文は、本学学術情報リポジトリに

掲載し、公表とする。ただし、特許申請、雑誌掲載等の関係により、要旨を学位授与後即

日公表することに支障がある場合は、以下に公表可能とする日付を記入すること。 
要旨公開可能日：     年   月   日以降 


